
国の教育政策における財政的支援を求める意見書

学校現場を取り巻く環境が複雑化・多様化し、学校に求められる役割が拡大す

るとともに、授業革新等への対応も求められている中、教員が子供たちと向き合

う時間を確保し、誇りとやりがいを持てる環境を確保し、教員の長時間労働の改

善を図る必要がある。

平成３０年度国予算の概算要求では、「新学習指導要領の円滑な実施」と「学

校における働き方改革」を目指し、学校における指導・運営体制の効果的な強化

・充実を図り、「チーム学校」を実現するため、「小学校における専科指導」や

「中学校における生徒指導体制の強化」、「主幹教諭の配置充実による学校マネ

ジメント機能強化」などに必要な定数増の要求がなされているが、これらの課題

に確実に対応するためには、地方の実情を踏まえた教職員定数の改善が不可欠で

ある。

また、いわゆる「人材確保法」は、学校教育が次代を担う青少年の人間形成の

基本をなすものであることに鑑み、教員の給与について特別の措置を定め、優れ

た人材を確保し、もって学校教育の水準の維持向上に資することを目的に制定さ

れたものであるが、近年、教員給与体系の再構築の動きのもと、教員特有の手当

の削減等が行われてきたところである。

学校教育の成否は教員の資質能力に負うところが大きく、優秀で質が高く、意

欲に溢れた人材を確保することが極めて重要である。

さらに、義務教育に係る教職員の給与等について、義務教育費国庫負担金制度

によりその一部を国が負担するなど、国から一定の支援が行われているが、地方

自治体の財政状況にかかわらず、全国一律に教育の機会均等とその維持向上を図

るためには、国の責務として必要な財源を保障する必要がある。

よって、国においては、次の事項が実現されるよう強く要請する。

１ 今日的な教育諸課題に対応するため、義務教育諸学校の標準法を改正し、教

職員定数の改善を図ること。

２ 教育現場に優れた人材を確保するため、人材確保法を尊重し、教育専門職と

してふさわしい給与・待遇とすること。

３ 教育の機会均等と教育水準の維持向上のために、国が責任をもち義務教育に

係る費用を全額国庫負担とすること。

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。
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